
溝田：農業経営分析の実践性に関する研究

第５章経営効率分析法DEAによる花き農家の経営診断

第１節はじめに

農業現場における経営診断は畜産や稲作を中心に，主

として普及指導センターや農業団体などによって行われ

てきたが族!)，園芸部門ではあまり定箱していないよう

に思われる．その理由は，これまでの園芸生産では新品

稲･新品目の導入，新たな栽培法の導入などの「新技術

の限界生産力」が高かったこと，経営試算による改善額

をはるかに上回る価格の高騰･下落などで，極端にいえ

ば園芸には経営診断の有効性が限られ，必要がなかった

からと考えられる．

しかし近年，野菜や花きに見られる中長期的価格下落

など園芸経営を取り巻く環境は厳しさを増し，経営診断

の重要性は増大している．一方，診断主体である普及指

導センターの業務は，本来であれば対象経営群の経営問

題を分析･把握し，技術問題を抽出･課題化するというの

が筋であろうが，先に述べたような事情から，専ら技術

普及に特化してきたきらいがある．そこで本章では，現

在までの経営診断手法の開発と普及現場における状況を

概観し，いかにして園芸経営を対象とした経営診断を普

及させるかについて考察する．そのために，まず次節に

おいてこれまで行われた経営診断の研究と現場における

取り組みを概観し有効性のある経営診断についての考察

を行う．そして，第３節においてＤＥＡに基づく二つの

花き経営の診断事例をもとに，園芸経営における経営診

断のあり方について検討し，明確な評価基準を持ち，具

体的改善策提示が可能な経営診断法を提示する．

ここで提示しようとする診断方法は，序章で提示した

「経営分析の役割」から見ると，前章の酪農経営の診断

同様，生産フロンティアを明らかにすることで「目標設

定に対する憎報ｊを与え，効率的経営と非効率的経営の

特徴を検討することで「基本的問題の摘出」を行い，技

術指標や市場出荷記録，作業記録等を用いて「具体的改

善策の提示」が可能な分析法である．

注１）現場における経営診断の実態についてまとめられ

た文献は少ないが，畜産に関しては山本（2006）が

普及活動における経営診断の行われ方をよく説明し

ている．その際，使われる診断の視点は山本（2006）

が示した「技術目標」に近いと思われる．また，土

地利用型農業では梅本（1999）が，土地利用型農業
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において，指標による経営診断の適用に関する研究

・開発が進みつつある事例を示している．

第２節経営診断の到達点

１．これまでに開発された経営診断手法

まず，これまでの経営診断の研究成果を見ていく．増

田（1983）は，１９８０年ごろまでのわが国における経営

診断研究の展開を｢理騰的展開｣，「指標分析と財務分析」

の諸手法，「現実への適用と研究」に分けて整理を行い，

手法面では，直接比較法，標率比較法，自己比較法だけ

が市民権を得ているが，診断の手続きに問題があると指

摘した．それは，これらの手法で診断の基準となる指標

はほとんどの場合平均値であるが，診断の際，その偏差

を考慮する手続きが取られてこなかったということであ

る．この「平均値の問題」を克服するため，標準比較法

では標池を「標織として高尚なものであって他の規範た

り得るもの」と定義し，標準の値は平均に標準偏差を加

えたものを提案した．また，直接比較法が有効な診断方

法となるためには，少なくとも，①均質な土壌条件の策

定，②調査農家の選定，③大量性を保証する農業経営鯛

査，④普及・叶画につながる診断，の４点が充足されな

ければならないとし，土壊区分図利用による土地分級，

層別抽出法による澗査農家の選定，分散分析の援用によ

る改善策を示した．

１９７０年代後半以降はパーソナルコンピュータの普及

を背景として，計迅的経営診断手法の開発や経営診断プ

ログラムの開発が活発に行われた．生産関数に個別のダ

ミー変数を導入し，各経営の技術水準を解明する研究が

趨（1980)，松原（1978）などによってなされ，また，

フロンティア生産関数やＤＥＡによって，経営の効率を

直接測定し，診断する方法も開発された（清水，１９７４

；金，１９８５；小沢，１９９０；清水，１９９０；高橋，１９９１；

櫛田，1995)．このほか主成分分析による診断法（松原，

1976；森島，1978)，判別関数による診断法（久保，

1976b)，線形計画法による個別診断法（久保，1976a）

などが側発された．この時期，普及の現場に近い都道府

県の試験研究機関では，パーソナルコンピュータを利用

した経営診断システムの開発が多数行われた．例えば農

業研究センター（1988）がまとめた試験研究機関開発

ソフトウェアに関する資料には，都道府県機関が作成し

た経営部門のソフトウェアのうち簿記記帳，診断，計画


















